
災害復旧・復興工事における
作業者の健康管理支援研修会

「令和６年能登半島地震の復旧・復興工事での
災害発生状況とご注意いただきたい事項」

説明資料
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「石川県内における労働災害の動向」 ①

◆ 労働災害（休業4日以上、コロナ

ウイルス感染症を除く）の発生状況

の推移は、減少に転じる年もあるも

のの増加傾向となっている。

◆ 労働災害によって死亡した労働者

の人数は､令和５年に昭和48年以降の

統計上最少の６人を記録したものの

以降は倍増となっている。

＜業種別＞「建設業」３人、「運輸交通業」３

人、「製造業」２人、「商業」２人、「接客娯

楽業」１人、「その他の事業」１人

＜事故の型別＞

「交通事故」５人、 「墜落・転落」２人、

「はさまれ・巻き込まれ」２人、「崩壊・倒

壊」１人、「火災」１人、「有害物等との接

触」１人

石川県における労働災害の推移
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【石川労働局ＨＰ】

「労働災害発生状況」
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「石川県内における労働災害の動向」 ②

事故の型別（コロナウイルス感染症を除く）では、通路、作業床等における「転倒」災害の死傷者数が
468人(全体に占める比率34.5％)と最も多く、次いで高所や階段等からの「墜落・転落」災害が221人(同
16.3％)、「動作の反動・無理な動作」が147人(同10.8％)、「はさまれ・巻き込まれ」が123人(9.1％)となっ
た。
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「50歳代」、「60歳以上」の死傷者数は合計840人となり、全体の61.9％を占め、依然、過半数を超えて
いる。50歳以上の死傷者数の占める割合は、旅館業で93.9％、運輸交通業で67.6％、社会福祉施設で59.8％
小売業で、76.5％を占め、特定の業種で高年齢労働者の災害発生率が高くなっている。50歳以上の労働者が
転倒災害に占める割合は最多の81.2％となっている。
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石川県内の建設業の労働災害発生状況
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事故の型別の状況 年齢別の状況
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直近の労働災害発生状況（令和８年７月速報値）
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【参考統計】 能登半島地震 復旧等工事の労働災害
件数(月別・累計)の推移 （建設業全体の災害のうち地震関連工事の内訳）

発災直後
ライフライン復旧工事や仮設住宅新築工事等
における災害発生により増加した

発災３か月後以降（家屋解体（公費）本格化）
令和６年４月以降復旧等工事の増加に伴い
災害がさらに増加
県内の建設業における災害に占める割合は
全体の約３割

発災１年10か月以降（家屋解体（公費）減少）
令和７年10月以降
家屋解体の施工減少に伴い復旧等工事に係る
災害も減少傾向へ
（令和７年12月一般申請公費解体完了）

発災２年後以降（別管理物件の解体）
令和８年１月以降
解体に時間を要する大規模建物の施工が開始

◆ 復旧等工事のうち解体工事における災害人数の内訳（年別及び半期別）
・令和６年：34人 【 上期(１～６月)：４人  → 下期(７～12月)：30人 】

・令和７年：38人 【 上期(１～６月)：25人  → 下期(７～12月)：13人 】

◆ 令和６年９月～11月に３か月連続で死亡災害が発生 その後、14か月連続で死亡災害は発生していない
 令和８年２月に死亡災害が発生した（発災後の累計 ４件目）

◆ 今後、大規模建物の解体及び本格的な復旧・復興工事の増加に伴う災害の増加が懸念される 6



「令和６年能登半島地震」復旧工事における死亡災害事例
発
生
年
月

休
業
等

業 種
年
齢

事故の型 起因物
発 生 状 況 （災害イメージ図）

【災害防止のポイント】

令
和
６
年

９
月

死

亡

トンネル
建設工事業

（R6能登半島
地震復旧
工事関連）

50

代
崩壊、倒壊

地山、
岩石

トンネル復旧工事において、「令和６年奥能登豪雨」により、
トンネル周囲の地山が崩落する土砂崩れが発生し、被災者が行方
不明となった。翌日の捜索により、倒れたトラックの下敷きに
なっている状態で発見され、死亡を確認。
  地震・大雨等の影響による地山の緩み等の
 の可能性も考慮し、作業計画策定
 地山崩壊・土石落下のおそれのある場合、
 土止支保工、防網、浮石除去、立入禁止等
 地山の点検者指名、監視者配置等、点検
 頻度を高め、異常の早期発見に努める
 強風、大雨、大雪による危険が予想され
る場合は作業中止
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令
和
６
年

10
月

死

亡

木造家屋
建築工事業

（R6能登半島
地震復旧
工事関連）

70

代
墜落、転落 トラック

木造家屋の解体作業現場において、道具を取り出すため、廃棄
物運搬用のトラックの運転席後部と荷台の間の構台に乗ったとこ
ろ、体勢を崩して荷台内側に墜落し、荷台内にあった屋根瓦に側
頭部が激突し死亡した。
 安全な作業床（幅、奥行等）の確保
 （不安全な場所には乗らない）
 高さ２mの墜落危険のある場所では、墜落
制止用器具（安全帯）の使用
 トラックの荷台上及び周辺で墜落・転落の
 おそれのある場所で作業する場合は保護帽
 を使用（最大積載量２ｔ以上は着用義務）



「令和６年能登半島地震」復旧工事における死亡災害事例
発
生
年
月

休
業
等

業 種
年
齢

事故の型 起因物
発 生 状 況 （災害イメージ図）

【災害防止のポイント】

令
和
６
年

11
月

死

亡

木造家屋
建築工事業

（R6能登半島
地震復旧
工事関連）

70

代

はさまれ、
巻き込まれ

解体用
機械

木造家屋の解体作業現場において、廃材を入れたフレコンバッ
グを、解体用つかみ機で吊って移動させようとして、つかみ機の
爪にフレコンバッグの紐を掛けていた作業員が、頭部をつかみ機
に挟まれ死亡した。

 原則として機械の用途外使用禁止
 (荷の吊り上げは移動式ｸﾚｰﾝ又はｸﾚｰﾝ機能
付ﾊﾞｯｸﾎｳ等を使用

  物体の飛来・激突等の危険のおそれのあ
る範囲は立入禁止(誘導者も立入禁止)

  安全な作業計画(作業方法等)の策定及び
 適切な資格者・誘導者等の配置
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令
和
８
年

２
月

死

亡

鉄骨・鉄筋
コンクリー
ト造家屋
建築工事業

（R6能登半島
地震復旧
工事関連）

50

代
飛来、落下

建築物、
構造物

 

学校の解体工事現場において、校舎内にある軽量鉄骨製の間仕
切り壁を解体する作業中、作業の振動で、天井部に残っていた石
膏ボードが、下地材から外れて落下し、
頭部に激突して死亡した。
  物体が飛来・落下するおそれのある

 作業範囲は原則として立入禁止
 飛来・落下危険のおそれのある場所
 で作業を行う場合は、対象物の除去
又は囲い、覆い、防網等の設置

  安全な作業手順・方法の策定・周知
・教育

  作業責任者の作業指揮・監視



【参考事例】
「令和６年奥能登豪雨」の復旧工事における死亡災害事例

発
生
年
月

休
業
等

業 種
年
齢

事故の型 起因物
発 生 状 況 （災害イメージ図）

【災害防止のポイント】

令
和
６
年

９
月

死

亡

(奥能登
豪雨復旧 
工事関連)

道路建設
工事業

70

代
激突され

掘削用
機械

「令和６年奥能登豪雨」後の道路復旧工事で、民家屋上の倒木
の撤去作業のため、ドラグ・ショベル(バックホウ)で吊られた倒
木を被災者が枝払いしていた際、墜落しそうになったため、運転
者がショベルを動かし、バケットで支えて助けようとしたところ、
当該倒木が被災者に激突し死亡した。

 屋根上作業時は、原則として足場
・手すり等の墜落防止措置
 足場等設置困難な場合、墜落制止
 用器具(安全帯)使用

  原則として機械の用途外使用禁止
（移動式ｸﾚｰﾝ又はｸﾚｰﾝ仕様ﾊﾞｯｸﾎｳ等を使用） 
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【参考統計】 能登半島地震 復旧工事の労働災害
の内訳（「事故の型別」内訳及び「工事現場の種別」の内訳）

◆ 墜落・転落災害が最も多い（43.8％）

屋根の端・梁からの墜落、脚立・はしごからの転落、

トラック・ダンプの荷台からの転落等が多い

◆ はさまれ、巻き込まれ災害が２番目に多く（12.5％）

建設機械に挟まれる事案 及び 敷鉄板に足を挟まれる事案

等が複数発生

◆ 転倒災害が３番目に多く（10.1％）

廃材等の運搬作業中の転倒が複数発生

◆ 家屋解体（公費解体等）工事の災害が最も多く、本格化

に伴い災害も増加し、ピークの令和７年３月以降、

全体の６割超え（公費解体の完了令和7年12月）

今後、別管理建物（大規模解体等）の解体が進められる

◆ 仮設住宅建築工事 及び 家屋公費解体工事が一段落

道路・河川・山林の本復旧工事が施工され、

災害も相対的に増加傾向
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「石川県内における外国人の労働災害の状況」  
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♢令和6年と令和7年は死亡災害が1件ずつ発生。

♢令和7年の国籍別の被災者人数ではベトナム籍が19人と最多

で次いでインドネシア籍が8人、就労資格別には技能実習生が

24人と最多となっている。

♢事故の型別では、挟まれ・巻き込まれが11件（23.4％）、切

れ・こすれが10件（21.3％）、墜落・転落が6件（12.8％）な

どの順となっている。

♢年代別には、20歳代が28人（59.6％）、40歳代が９人

（19.1％）、30歳代が６人（12.8％）12.8％などの順になっ

ている。

【令和７年に発生した死亡災害の発生状況】

木造２階建て建物の増築工事現場において、被災者が汚水管を通すため既設石膏ボード

に電動ドリルで直径１００ｍｍの穴を開けた際、既設酸素導管に誤って穴をあけてしまい、

その際に発生した火花が断熱材に引火した。

火は既存建屋に燃え移り、被災者は退避できずに死亡したもの。



「穴水署管内における外国人の労働災害の状況」  
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♢令和７年中の建設業における休業１日以上の労働災害、合計

４８件のうち、外国人労働者に係る労働災害は１０件。

♢外国人労働者の国籍は、ベトナム・インドネシア・ラオスな

ど東南アジアのほか、スリランカ・パキスタン・バングラデ

シュ・ベトナムなど様々。

♢解体工事現場における労働災害が多く、墜落制止用器具未使

用による屋根からの墜落、解体中のブロック塀の下敷きに

なったもののほか、夏季作業中に多数の蜂に襲われ屋根から

墜落した事例を含む。

【外国人雇用啓発月間の取組】

厚生労働省では例年６月を「外国人雇用啓発月

間」として定め、広く適正な外国人雇用についての

啓発活動を積極的に行っています。

外国人に対する安全衛生教育資料として多言語資

料を作成していますので、外国人労働者の母国語に

よる教育など、内容の習熟にご活用ください。
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各事業場の全国衛生週間及び準備期間中の
実施事項

労働衛生水準のより一層の向上及び労働衛生意
識の高揚を図るとともに、自主的な労働衛生管理
活動の定着を目指して、各事業場の事業者及び労
働者が連携・協力しつつ、以下の事項の実施をお
願いします。
① 事業者又は総括安全衛生管理者による職場

巡視
② 労働衛生旗の掲揚及びスローガン等の掲示
③ 労働衛生に関する優良職場、功績者等の表

彰
④ 有害物の漏えいによる事故、酸素欠乏症等

による事故等緊急時の災害を想定した実地訓練等
の実施
⑤ 労働衛生に関する講習会・見学会等の開催、

作文・写真・標語等の掲示、その他労働衛生の意
識高揚のための行事等の実施

令和８年度 全国衛生週間実施要綱はこちら



全国衛生週間で建設業に特にご留意いただきたい事項  
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◇「職場における熱中症防止のためのガイドライン」等に基づく

熱中症予防対策の推進等に関する事項◇

・ 熱中症のおそれのある作業者の早期発見のための連絡体制の整備等を内容する

改正労働安全衛生規則に基づく措置義務の徹底

・ 湿球黒球温度の値（WBGT 値）の把握とその値に応じた熱中症予防対策の実施

・ 作業を管理する者及び労働者に対する労働衛生教育の実施

・ 糖尿病、高血圧症など熱中症の発症に影響を及ぼすおそれのある疾病を有する者に

対する医師等の意見を踏まえた配慮の実施

・ 本年夏季に実施した各熱中症予防対策の取組に関する確認



全国衛生週間で建設業に特にご留意いただきたい事項  
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◇個人事業者等の安全衛生の確保に関する事項◇

・ 個人事業者等が労働者と同じ場所で就業する場合における安全衛生の確保に必要な

健康管理に関する意識の向上等個人事業者等が自身で実施する事項の推進措置の実施

・ 「個人事業者等の健康管理に関するガイドライン」に基づく個人事業者等が健康に

就業するための取組の推進に関する事項

・ 健康管理に関する意識の向上等個人事業者等が自身で実施する事項の推進

・ 個人事業者等への安全衛生教育や健康診断に関する情報の提供等注文者等が実施する

事項の推進

・ 安全衛生経費の確保等、個人事業者等が安全で衛生的な作業を遂行するための配慮

・ その他、個人事業者等が業務上の災害を防止するための取組を円滑に実施するために

必要な安全衛生情報の提供、作業方法・手順の共有、作業環境の確保・改善、

安全衛生教育の機会の提供等の配慮



全国衛生週間で建設業に特にご留意いただきたい事項  
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◇石綿による健康障害防止対策に関する事項（その１）◇

・ 建築物等の解体・改修工事における石綿ばく露防止対策の徹底及びこれらの対策の

実施に対する発注者による配慮の推進

・ 有資格者による事前調査の実施、事前調査結果の掲示及び備え付けの徹底

・ 労働基準監督署に対する届出の徹底

・ 隔離・湿潤化の徹底

・ 呼吸用保護具等の使用の徹底及び適正な使用の推進

・ 作業後等の労働者の洗身や工具等の付着物の除去の徹底

・ 石綿作業主任者の選任及び職務遂行の徹底

・ 健康診断の実施の徹底及び離職後の健康管理の推進

・ 作業実施状況の写真等による記録の徹底
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◇石綿による健康障害防止対策に関する事項（その２）◇

・ 石綿にばく露するおそれがある建築物等において労働者を設備の点検、補修等の

作業等に臨時で就業させる場合の労働者の石綿ばく露防止

・ 労働者を臨時に就業させる建築物等における吹付け石綿や石綿含有保温材等の有無

及びその損傷、劣化等の状況に関する当該業務の発注者からの情報収集の実施

・ 労働者が石綿にばく露するおそれがある場合（不明な場合を含む。）における

労働者の呼吸用保護具等の使用の徹底

・ 禁止前から使用している石綿含有部品の交換・廃棄等を行う作業における労働者の

石綿ばく露防止対策の徹底

・ 工業製品等における石綿含有製品等の把握

・ 石綿含有部品の交換・廃棄等を行う作業における呼吸用保護具等の使用等
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【重点事項】
◇一般健康診断
・一般健康診断の実施、医師からの意見聴取及び
事後措置等の実施の徹底

・一般健康診断結果の記録の保存、報告の徹底
・一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する
医師又は保健師による保健指導の実施

・小規模事業場における留意事項
・地域保健との連携（コラボヘルス）
・外国人労働者に関する留意事項
・派遣労働者の健康診断
・個人事業者等に関する留意事項

◇ストレスチェック制度の適切な実施等
◇健康保持増進措置等の適切な実施
・事業場における労働者の健康保持増進のための指針
に基づく措置

・職場におけるがん検診の推進
・女性の健康課題に関する理解の促進
・口腔の健康の保持増進
・眼科検診等の実施の推進

◇職場環境に起因する疾病の防止の推進
・騒音障害防止のための取組の推進
・職場における感染症に関する理解と取組の促進

◇治療と仕事の両立支援の周知
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